
６　参考資料
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補正予算要求事業につい
ての要求から市長査定結
果までを記載しています。

上段が｢財政局長査定｣、
下段が｢市長査定｣の結
果です。

新規：当初予算なし
拡大：事業費だけでなく、
　　　内容の拡大も含む

事業名：個別具体の事業名
予算の事務事業名：予算書の事項別明細書に記載している事業名
同一の場合は、（予算の事務事業名）は記載していません。

事業が位置づけられている計
画、法令等を記載していま
す。

各局が補正予算要求を行った
事業の概要を記載していま
す。

＊　各局の予算要求時点の内
容ですので、査定の内容によっ
ては、スケジュール、事業内容
等が変更となっている場合が
あります。

（１）資料の記載内容及び見方

（４）事業別査定結果

平成 23 年 12月 補正予算要求事業調書
１　予算要求事業の概要
№

1 新規 拡大 継続

款 項 目

1 1 1

番号 事業名

事　業
コード 事業名

　地方自治法第203条に基づき、議員報酬、期末手当を支払います。

<目的>
　地方自治法第203条に基づき、議員報酬、期末手当を支払います。

<目標)>
　議員報酬の適正な支出に努めます。

<現状(平成23年4月～平成24年3月)>
１　議員報酬　545,784千円
(１)　議長報酬月額　　977,000円（875,000円）　その他　5,100円
(２)　副議長報酬月額　873,000円（782,000円）　その他　2,100円
(３)　議員報酬月額　　807,000円（722,000円）
　　※ ( )内は特例条例により平成23年4月1日～平成24年3月31日までの適用
２　議員期末手当　197,728千円
(１)　議員期末手当［6月分］　報酬月額×1.45×1.4
(２)　議員期末手当［12月分］　報酬月額×1.45×1.55
<課題>
　議員活動を支える議員報酬のあり方について検討するため、議会内に有識者等による調査機関
の設置に向けて協議を進めてまいります。

・毎月21日に、議員報酬を支払います。

・平成23年12月9日に、期末手当を支払います。

現
状
と
課
題

今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

事務事業の位置付け

予算要求事業の概要

根拠法令・条例・規則等 地方自治法第203条、さいたま市議会の議員の議員報酬の特例に関する条
例

しあわせ倍増プラン2009

目
的
・
目
標

内
容

議員報酬

事業名(予算の事務事業名)

総合振興計画新実施計画

区分

会計区分

一般会計 議会局　総務部　総務課

所管

(３)　補正予算要求事業の査定結果(一覧)
　①　一般会計 （単位：千円） 

所管 財政局長査定

市長査定
議会局
総務部
総務課

△ 32,005

査定理由№ 12月補正
要求額

事業名(予算の事務事業名)
事業の概要

△ 32,005

△ 32,005

　平成23年9月定例会において議決され
た｢さいたま市議会の議員の議員報酬の
特例に関する条例｣の期間延長に伴う減
額補正であることから、速やかに対応
すべきであると判断し、12月補正予算
に計上することとしました。
　財政局長査定の内容及び理由につい
て、適正と認められるため、財政局原
案のとおりとしました。

1

議員報酬等支払事業(議員報酬)

　｢さいたま市議会の議員の議員報酬の特例に関する条例｣が
平成24年3月31日まで期間が延長となったため、議員報酬等の
減額を行います。

債務負担行為の設定とある
ものは、□の中の数字が債
務負担行為の予算額です。
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今回の補正予算
を行う前の予算の
内容を記載してい
ます。
新規事業の場合
は、金額が「０」と
なっています

平成23年６月補正
予算要求の内容を
記載しています。

財政局長査定結果
について、上段に
査定内容を、下段
に査定理由を記載
しています。

市長査定結果につ
いて、上段に査定
内容を、下段に査
定理由を記載して
います。

＊　積算内訳や査定内容のうち、工事費など今後の契約事務に影響を与える可能性
　があるものについては、内訳を記載していません。
＊　内訳については、主なものを記載しており、内訳の合計が査定額等と一致しない
　場合があります。

補正予算を要求
するにいたった緊
急性や実施義務、
他市の状況などに
ついて記載してい
ます。

２　補正予算要求の理由と効果

根拠法令等　地方自治法第203条
　さいたま市議会の議員の議員報酬の特例に関する条例

政 令 市 ：全市実施
県内他市：全市実施

対象者 議員
議会や委員会への出席など議員活動への対価。

３　補正前予算と補正予算要求の内容 (単位：千円）
金　額

<積算内訳>
１　議員報酬 545,784
２　議員期末手当 197,728

23 ① 一般財源 743,512

<積算内訳>
１　議員報酬 △ 20,492
２　議員期末手当 △ 11,513

① 一般財源 △ 32,005

<積算内訳>
12 １　議員報酬 △ 20,492

２　議員期末手当 △ 11,513

① 一般財源 △ 32,005

<査定理由>

<積算内訳>
１　議員報酬 △ 20,492
２　議員期末手当 △ 11,513

① 一般財源 △ 32,005

<査定理由>

月
補
正
予
算

他市の
実施状況

効果

緊急性

実施義務

財政局長査定

財源内訳

年
度

平
成

743,512

△ 32,005

備　　　考

補正前予算

財源内訳

補正予算要求

　財政局長査定の内容及び理由について、適正と認められるため、財政局原案のとおりとしまし
た。

△ 32,005

財源内訳

市長査定

財源内訳

　平成23年9月定例会において議決された｢さいたま市議会の議員の議員報酬の特例に関する条例｣の期間延長
に伴う減額補正であることから、速やかに対応すべきであると判断し、12月補正予算に計上することとしま
した。

△ 32,005

要求理由

　「さいたま市議会の議員の議員報酬の特例に関する条例」が平成24年3月31日
まで期間が延長となったため、12月補正にて減額をする必要があります。

効果

区　　分
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１ 予算 

年度開始前の３月に議会の議決を経て定められる、翌年度全体の収入及び支出の見積りをいい

ます。 

  地方公共団体の予算は、(1)歳入歳出予算、(2)継続費、(3)繰越明許費、(4)債務負担行為、(5)

地方債、(6)一時借入金、(7)歳出予算の各項の経費の金額の流用に関する定めがあります。 

 

２ 補正予算 

  予算を作成した後に生じた事由に基づいて、既定の予算に「追加」又は「変更」を行うために

提出する予算を補正予算といいます。 

  国における制度の改正への対応など、当初予算を作成した段階では見込むことができなかった

事業を実施する場合に、必要となる事業費とその財源を追加します。 

  また、事業に要する経費は変更せずに、その財源だけを変更する場合もあります。 

 

３ 予算要求 

  各局の翌年度全体の基本的な予算の見積りを各局長が財政局長に対して要求することをいい

ます。 

  補正予算の場合には、補正を必要とする事業に係る予算の見積もりを要求します。 

 

４ 査定 

  各局から要求のあった経費について、妥当なものであるかを調査し、その額を決定することを

いいます。 

  各局からの要求に対しては、財政局長が精査し、最終的に市長の査定を受けます。 

 

５ 款・項・目・節（かん・こう・もく・せつ） 

予算を区分するときに使う名称で、「款」は最も大きな区分、次に「項」、「目」、「節」と

続きます。 

款と項の二つの上位区分は議会で議決されるものです。歳出においては、款・項は目的別（土

木費・民生費など）に分類され、節は性質別（委託料・扶助費など）に区分されています。 

 

６ 目的別経費 

（１）議会費 

議員の報酬、議会や委員会の運営経費など、議会活動のための経費です。 

（２）総務費 

企画調整事務、財政・財務管理に要する経費のほか、市税の賦課徴収、戸籍住民基本台帳、

選挙、統計調査に要する経費など、全般的な管理事務のための経費です。 

（３）民生費 

乳幼児やお年寄り、体の弱い人などを支援するための経費です。 

 

 

（２）用語解説 
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（４）衛生費 

ごみ・し尿処理や予防接種など健康で衛生的な生活環境を保持するための経費です。 

（５）労働費 

   職業訓練や失業対策など、勤労者支援のための経費です。 

（６）農林水産業費 

農業、林業の振興のための経費です。 

（７）商工費 

市の観光ＰＲや観光イベント、商店街の活性化、商工業の振興のための経費です。 

（８）土木費 

道路橋りょうの維持や新設改良、公園を整備・維持するための経費です。 

（９）消防費 

消火・救急活動や消防団の活動、消防車等防火施設などの整備を行うための経費です。 

（10）教育費 

小・中学校や公民館などの整備や運営を行うための経費です。 

（11）災害復旧費 

道路等の公共土木施設、農地や山林等の農林水産業施設など災害によって生じた被害を復旧

するために要する経費です。 

（12）公債費 

借入れた地方債や一時借入金の返済するための経費です。 

（13）予備費 

緊急を要する場合など予算編成の際に予想していなかった支出に対応するため、使途を特定

しないで計上する経費です。 

 

７ 会計区分 

（１）一般会計 

   市の予算の中心をなすもので、市税を主な財源として、保健、福祉、教育、消防、都市基盤

の整備など市政運営の基本的な経費を経理する会計です。 

（２）特別会計 

   国民健康保険事業、介護保険事業、駐車場事業など、主に保険料や施設使用料などの市税以

外の特定の収入を財源に実施する事業会計です。さいたま市では、平成 23 年度予算では、16

の特別会計を設けています。 

（３）企業会計 

   地方公営企業法の全部又は一部が適用される企業の会計です。企業の提供するサービスが特

定個人に帰属することから、企業の経営に要する経費は、原則として受益者が料金として負担

することとされています。さいたま市では、水道事業会計、病院事業会計、下水道事業会計の

３つの会計を設けています。 

 

８ 財源内訳  

  各事業に必要とする予算が、どのような歳入予算で構成されているかを「財源内訳」で示して

います。 
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（１）分担金及び負担金 

   分担金は、地方公共団体の事業により特に利益を受ける者から、その受益の限度において徴

収されるものです。負担金は、地方公共団体が、他の地方公共団体や住民に課するもので保育

所保護者負担金が代表的なものです。 

（２）使用料及び手数料 

   公共施設を使用する際にお支払いいただく施設使用料や各種証明書等の発行時にお支払い

いただく手数料などの収入をいいます。 

（３）財産収入 

   地方公共団体が有する財産の貸付や売払いによる収入をいいます。 

（４）繰入金 

   地方公共団体が設定している一般会計や特別会計、基金等の会計間における現金の移動のこ

とをいいます。 

（５）諸収入 

   他の収入科目に含まれない収入をまとめたもので、延滞金、預金利子、宝くじ収益金などが

これにあたります。 

（６）市債 

   地方公共団体が建設事業等の財源とするための長期借入金で、償還が一会計年度を超えるも

のをいいます。 

（７）一般財源 

   市税や地方交付税など使途が特定されず、どのような経費にも使用することができる収入を

いいます。 

 

９ しあわせ倍増プラン２００９ 

  平成 21 年５月のさいたま市長選挙において、市長が市民の皆さんに示した「さいたま市民し

あわせ倍増計画」を市の計画として位置付けたものです。 

 

10 総合振興計画新実施計画 

  長期的な展望に基づいて、都市づくりの将来目標を示す総合振興計画の個別の具体的な事業を

実施計画事業として定めるものです。 

  前実施計画が平成 20 年度に目標年次を迎えたため、平成 21 年度から平成 25 年度までを計画

期間とした新実施計画を策定しました。 
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７ 問い合わせ先 
 

（１）事業の内容及び予算要求内容についてのお問い合わせ ⇒ 各事業所管課 

   平成 23年度 12月補正予算要求事業調書の「所管」欄に掲載しています。 

（２）事業の査定結果についてのお問い合わせ ⇒ 財政課 
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